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１．平成18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 13,325 5.6 240 8.6 284 △9.0

17年9月中間期 12,616 4.1 221 － 311 －

18年3月期 30,337 1,647 1,841

中間(当期)純利益
１株当たり

中間(当期)純利益

百万円 ％  円　銭

18年9月中間期 183 △4.6 3.82  

17年9月中間期 192 － 4.00  

18年3月期 1,265 25.76  

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 47,976,315株 17年9月中間期 47,980,843株 18年3月期 47,979,253株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％  円　銭

18年9月中間期 44,726 31,940 71.4 665.75  

17年9月中間期 45,269 30,871 68.2 643.44  

18年3月期 46,043 32,411 70.4 674.95  

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 47,976,490株 17年9月中間期 47,979,158株 18年3月期 47,977,096株

②期末自己株式数 18年9月中間期    23,510株 17年9月中間期 20,842株 18年3月期    22,904株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 32,569 2,237 1,428

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　29円77銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

　中間期末 　　期末 　　年間

18年３月期 － 8.00 8.00

19年３月期（実績） － －
6.00

19年３月期（予想） － 6.00

 （注）18年３月期における１株当たり年間配当金の内訳：普通配当6.00円　記念配当2.00円

※　　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間期比
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）  

Ⅰ　固定資産
※１
※２
※３

 

(1）有形固定資産  

１．製造設備 907,512 815,371 △92,140 860,018

２．供給設備 34,384,731 33,085,148 △1,299,583 33,843,057

３．業務設備 1,104,388 1,164,213 59,825 1,191,271

４．建設仮勘定 385,848 399,321 13,473 227,032

有形固定資産合計 36,782,480 35,464,056 △1,318,424 36,121,380

(2）無形固定資産  

１．鉱業権 500 500 － 500

２．ソフトウェア － 1,725,745 1,725,745 819,447

３．ソフトウェア仮
勘定

1,207,294 6,012 △1,201,282 1,011,595

４．その他無形固定
資産

338,787 14,730 △324,057 15,208

無形固定資産合計 1,546,582 1,746,987 200,405 1,846,751

(3）投資その他の資産  

１．投資有価証券 3,102,145 3,462,113 359,968 3,833,002

２．関係会社投資 311,520 310,954 △566 311,520

３．社内長期貸付金 2,227 8 △2,219 195

４．出資金 6 6 － 6

５．長期前払費用 16,099 183,982 167,883 190,754

６．繰延税金資産 380,408 － △380,408 69,598

７．その他投資 206,155 123,813 △82,342 207,017

８．貸倒引当金 △5,504 － 5,504 △13,000

投資その他の資産
合計

4,013,058 4,080,878 67,820 4,599,094

固定資産合計 42,342,120 93.5 41,291,922 92.3 △1,050,198 42,567,225 92.4

Ⅱ　流動資産  

１．現金及び預金 359,866 493,118 133,251 272,006

２．受取手形 152,706 109,166 △43,540 108,307

３．売掛金 1,303,255 1,412,322 109,067 2,039,211

４．関係会社売掛金 7,659 36,415 28,756 2,293

５．未収入金 214,132 237,312 23,180 257,350

６．製品 33,481 37,527 4,046 41,599

７．原料 3,528 5,622 2,093 5,207

８．貯蔵品 491,232 497,189 5,956 371,053

９．前払費用 11,957 7,381 △4,576 5,866

１０．関係会社短期債権 38,091 71,267 33,176 61,279

１１．繰延税金資産 259,857 463,522 203,664 282,894

１２．その他流動資産 55,879 69,709 13,830 37,606

１３．貸倒引当金 △4,629 △5,786 △1,156 △7,917

流動資産合計 2,927,019 6.5 3,434,769 7.7 507,749 3,476,758 7.6

資産合計 45,269,140 100.0 44,726,691 100.0 △542,448 46,043,984 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間期比
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）  

Ⅰ　固定負債  

１．長期借入金 ※３ 3,655,100 2,532,900 △1,122,200 3,091,800

２．繰延税金負債  － 75,576 75,576 －

３．退職給付引当金 2,046,100 1,770,966 △275,133 2,026,107

４．役員退職慰労引当
金

687,226 271,649 △415,577 709,168

５．ホルダー開放検査
引当金

1,091,482 857,460 △234,022 928,801

固定負債合計 7,479,908 16.5 5,508,552 12.3 △1,971,355 6,755,876 14.7

Ⅱ　流動負債  

１．１年以内に期限到
来の長期借入金

※３ 1,507,400 1,122,200 △385,200 1,314,800

２．買掛金 1,006,570 1,067,984 61,414 1,658,578

３．短期借入金 1,900,000 2,450,000 550,000 200,000

４．未払金 ※５ 802,744 558,337 △244,406 1,109,364

５．未払費用 887,559 887,540 △18 945,684

６．未払法人税等 181,620 109,159 △72,460 593,228

７．前受金 278,549 298,203 19,653 264,641

８．預り金 69,756 35,481 △34,275 69,431

９．関係会社短期債務 184,471 746,147 561,676 717,648

１０．地震災害復旧引当
金

83,545 － △83,545 －

１１．その他流動負債 15,331 2,800 △12,531 2,800

流動負債合計 6,917,549 15.3 7,277,855 16.3 360,305 6,876,177 14.9

負債合計 14,397,457 31.8 12,786,408 28.6 △1,611,049 13,632,053 29.6

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 2,400,000 5.3 － － △2,400,000 2,400,000 5.2

Ⅱ　資本剰余金  

１．資本準備金 21,043 －  21,043

資本剰余金合計 21,043 0.1 － － △21,043 21,043 0.0

Ⅲ　利益剰余金  

１．利益準備金 600,000 －  600,000

２．任意積立金  

　　別途積立金 25,100,000 －  25,100,000

３．中間（当期）未処
分利益

1,199,066 －  2,272,985

利益剰余金合計 26,899,066 59.4 － － △26,899,066 27,972,985 60.8

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

1,558,064 3.4 － － △1,558,064 2,025,141 4.4

Ⅴ　自己株式 △6,491 △0.0 － － 6,491 △7,239 △0.0

資本合計 30,871,682 68.2 － － △30,871,682 32,411,930 70.4

負債資本合計 45,269,140 100.0 － － △45,269,140 46,043,984 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

対前中間期比
前事業年度の要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）  

 Ⅰ  株主資本  

　１．資本金 － － 2,400,000 5.4 2,400,000 － －

　２.資本剰余金  

（1）資本準備金 － 21,043  －

（2）その他資本
    剰余金

－ 74  －

資本剰余金合計 － － 21,117 0.0 21,117 － －

　３.利益剰余金  

（1）利益準備金 － 600,000  －

　（2）その他利益
         剰余金

 

　　 別途積立金 － 25,400,000  －

     繰越利益剰余金 － 1,742,330  －

利益剰余金合計 － － 27,742,330 62.0 27,742,330 － －

４.自己株式 － － △7,560 △0.0 △7,560 － －

株主資本合計 － － 30,155,888 67.4 30,155,888 － －

 Ⅱ 評価・換算差額等  

１．その他有価証券評価
差額金

－ － 1,784,395 4.0 1,784,395 － －

評価・換算差額等合
計

－ － 1,784,395 4.0 1,784,395 － －

純資産合計 － － 31,940,283 71.4 31,940,283 － －

負債純資産合計 － － 44,726,691 100.0 44,726,691 － －
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

対前中間
期比

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　製品売上  

１．ガス売上 ※１ 10,604,380 10,604,380 100.0 11,350,131 11,350,131 100.0 745,751 25,841,280 25,841,280 100.0

Ⅱ　売上原価  

１．期首たな卸高 45,170 41,599  45,170

２．当期製品製造原価 1,715,207 2,076,112  4,237,162

３．当期製品仕入高 2,344,923 2,619,373  7,204,050

４．当期製品自家使用高 10,487 10,473  25,182

５．期末たな卸高 33,481 4,061,331 38.3 37,527 4,689,084 41.3 627,752 41,599 11,419,599 44.2

売上総利益 6,543,048 61.7 6,661,047 58.7 117,999 14,421,680 55.8

Ⅲ　供給販売費 5,368,399 5,353,582  10,762,184

Ⅳ　一般管理費 1,059,280 6,427,680 60.6 1,150,663 6,504,245 57.3 76,565 2,279,020 13,041,205 50.5

事業利益 115,368 1.1 156,802 1.4 41,433 1,380,475 5.3

Ⅴ　営業雑収益  

１．受注工事収益 594,757 547,733  1,393,512

２．器具販売収益 1,414,378 1,423,022  3,098,637

３．その他営業雑収益 1,353 2,010,489 19.0 1,923 1,972,678 17.4 △37,810 2,138 4,494,289 17.4

Ⅵ　営業雑費用  

１．受注工事費用 576,885 542,927  1,318,533

２．器具販売費用 1,328,010 1,904,895 18.0 1,346,734 1,889,661 16.7 △15,233 2,909,800 4,228,334 16.3

Ⅶ　附帯事業収益 1,839 1,839 0.0 2,715 2,715 0.0 876 1,840 1,840 0.0

Ⅷ　附帯事業費用 1,238 1,238 0.0 1,834 1,834 0.0 596 1,238 1,238 0.0

営業利益 221,563 2.1 240,699 2.1 19,136 1,647,032 6.4

Ⅸ　営業外収益  

１．受取利息 43 64  66

２．受取配当金 31,214 39,307  52,299

３．導管修理補償料 12,196 14,965  35,946

４．賃貸料収入 29,506 26,271  55,416

５．貸倒引当金戻入額 － 199  16

６．ＳＮＧ製造設備スク
ラップ売却益

35,986 －  35,986

７．雑収入 30,521 139,469 1.3 37,212 118,020 1.1 △21,448 103,960 283,693 1.1

Ⅹ　営業外費用  

１．支払利息 37,413 26,396  69,541

２．過年度ガス料金返金
額

11,649 －  11,715

３．保険契約変更差額 － 45,142  －

４．雑支出 － 49,063 0.5 3,168 74,708 0.7 25,644 8,352 89,609 0.4

経常利益 311,969 2.9 284,012 2.5 △27,956 1,841,115 7.1

税引前中間(当期)純利
益

311,969 2.9 284,012 2.5 △27,956 1,841,115 7.1

法人税等 ※２ 70,000 －  501,900

法人税等調整額 49,896 119,896 1.1 100,850 100,850 0.9 △19,045 73,224 575,124 2.2

中間（当期）純利益 192,072 1.8 183,161 1.6 △8,910 1,265,991 4.9

前期繰越利益 1,006,994 －  1,006,994

中間(当期)未処分利益 1,199,066 －  2,272,985
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(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日　残高

（千円）
2,400,000 21,043 － 21,043 600,000 25,100,000 2,272,985 27,972,985 △7,239 30,386,789

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当       △383,816 △383,816  △383,816

利益処分による役員賞与       △30,000 △30,000  △30,000

別途積立金の積立      300,000 △300,000 －  －

中間純利益       183,161 183,161  183,161

自己株式の取得         △684 △684

自己株式の処分   74 74     364 438

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
          

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － 74 74 － 300,000 △530,654 △230,654 △320 △230,900

平成18年9月30日　残高

（千円）
2,400,000 21,043 74 21,117 600,000 25,400,000 1,742,330 27,742,330 △7,560 30,155,888

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評

価差額金

平成18年3月31日　残高

（千円）
2,025,141 32,411,930

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当  △383,816

利益処分による役員賞与  △30,000

別途積立金の積立  －

中間純利益  183,161

自己株式の取得  △684

自己株式の処分  438

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△240,746 △240,746

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△240,746 △471,647

平成18年9月30日　残高

（千円）
1,784,395 31,940,283
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法に

よっております。

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）によってお

ります。

その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によって

おります。

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） によっておりま

す。

時価のないもの

　移動平均法による原価法

によっております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

製品　　　移動平均法による原

価法によっておりま

す。

原料　　　移動平均法による原

価法によっておりま

す。

貯蔵品　　移動平均法による原

価法によっておりま

す。

(2）たな卸資産

同左

(2）たな卸資産

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。なお、

主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物　　　 3～50年

導管　　　　　　　　13～22年

機械装置及び工具器具備品

3～20年

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

　　　　　 同左

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。

　なお、過去勤務債務は、５年に

よる定額法により費用処理してお

ります。また、数理計算上の差異

は、各期における発生額について

５年による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌期から費用

処理することとしております。

――――――― 

(2）退職給付引当金

同左

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報）

　退職年金財政の健全化を図るた

め、平成18年４月１日付で従来の

適格退職年金制度をキャッシュバ

ランス型に類似した年金制度に移

行しております。

　この変更により、退職給付債務

は541,207千円減少し、この過去

勤務債務（退職給付債務の減少

分）を当中間会計期間より５年間

で費用減額処理しております。こ

れにより、従来の制度に比べ、退

職給付費用が54,120千円減少し、

営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益はそれぞれ54,116千円増

加しております。

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

　なお、過去勤務債務は、５年に

よる定額法により費用処理してお

ります。また、数理計算上の差異

は、各期における発生額について

５年による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌期から費用

処理することとしております。

 

 

――――――― 

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、当社内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

(3）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、当社内規に基づく期末要

支給額を計上しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）ホルダー開放検査引当金

　球形ホルダーの定期開放検査費

用の支出に備えるため、必要費用

を期間均等配分方式で計上してお

ります。

(4）ホルダー開放検査引当金

同左

(4）ホルダー開放検査引当金

同左

 (5）地震災害復旧引当金

  平成16年10月23日に発生した

新潟県中越地震により被災した

ガス導管の修繕等に要する費用

の支出に備えるため、その見込

額を計上しております。

 (5）     ―――――――

 

(5）     ―――――――

 

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が、借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

同左 同左

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

　　　　　　 同左 　　　　　　 同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 ――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しており

ます。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は31,940,283千円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

―――――――

  ―――――――  （中間会計期間における減価償却費の

計上方法）

当社の中間会計期間における減価償

却費は、従来、半年決算に用いる償却

率により算出しておりましたが、情報

系基幹システムの再構築に伴い、業務

の効率化、迅速化を促進するため、当

中間会計期間より事業年度に係る減価

償却費の額を按分する方法に変更して

おります。

　この変更により減価償却費が115,047

千円減少し、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益はそれぞれ115,027千

円増加しております。

――――――― 

表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

―――――――

 

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間まで無形固定資産の「その他無形固定資

産」に含めて表示しておりました「ソフトウェア」は、当

中間会計期間において資産の総額の100分の１を超えたた

め、区分掲記しております。

　なお、前中間会計期間末の「その他無形固定資産」に含

まれる「ソフトウェア」の金額は151,774千円であります。

（中間損益計算書）

　前中間会計期間まで区分掲記しておりました「関係会社

受取配当金」（当中間会計期間は5,801千円）は、営業外

収益の総額100分10以下となり金額の重要性が乏しくなっ

たため、営業外収益の「受取配当金」に含めて表示してお

ります。

―――――――
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度末
（平成18年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

66,499,450千円 70,166,093千円 68,237,089千円

※２　工事負担金等直接圧縮記帳方式による圧

縮累計額

※２　工事負担金等直接圧縮記帳方式による圧

縮累計額

※２　工事負担金等直接圧縮記帳方式による圧

縮累計額

15,978,707千円 15,911,559千円 15,931,485千円

収用等直接圧縮記帳方式による圧縮額 収用等直接圧縮記帳方式による圧縮額 収用等直接圧縮記帳方式による圧縮額

88,781千円 137,151千円 278,350千円

※３　担保資産及び担保付債務

　工場財団担保に供している資産及び担保

付債務は次のとおりであります。なお、東

港工場の本格稼動に伴い、当中間会計期間

において工場財団担保の見直しを行ってお

ります。

※３　担保資産及び担保付債務

　工場財団担保に供している資産及び担保

付債務は次のとおりであります。

※３　担保資産及び担保付債務

　工場財団担保に供している資産及び担保

付債務は次のとおりであります。なお、東

港工場の本格稼動に伴い、当期において工

場財団担保の見直しを行っております。

担保資産

製造設備 881,641千円

供給設備 13,458,473

合計 14,340,115

担保資産

製造設備 780,451千円

供給設備 12,065,730

合計 12,846,181

担保資産

製造設備 827,478千円

供給設備 13,311,131

合計 14,138,609

担保付債務

１年以内に期限到来

の長期借入金
1,457,400千円

長期借入金 3,615,100

合計 5,072,500

担保付債務

１年以内に期限到来

の長期借入金
1,082,200千円

長期借入金 2,532,900

合計 3,615,100

担保付債務

１年以内に期限到来

の長期借入金
1,269,800千円

長期借入金 3,071,800

合計 4,341,600

　４　保証債務

　㈱サンバーストにいがたの金融機関から

の借入に対する債務保証の金額は3,635千

円であります。なお他社との共同保証によ

る実質他社負担額43,620千円は含まれてお

りません。

　４　保証債務

　㈱サンバーストにいがたの金融機関から

の借入に対する債務保証の金額は1,842千

円であります。なお他社との共同保証によ

る実質他社負担額22,114千円は含まれてお

りません。

　４　保証債務

　㈱サンバーストにいがたの金融機関から

の借入に対する債務保証の金額は2,057千

円であります。なお他社との共同保証によ

る実質他社負担額24,694千円は含まれてお

りません。

※５　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等について

は、相殺のうえ100,494千円を未払金に計

上しております。

※５　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等について

は、相殺のうえ58,894千円を未払金に計上

しております。

※５　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等について

は、相殺のうえ222,498千円を未払金に計

上しております。
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　　当社の売上高は都市ガス事業の性質上、

事業年度の上半期と下半期の売上高に著

しい相違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。

　その主な要因は、下半期における暖房

用ガスの需要増等によるものであります。

※１　　　　　　同左 ※１　　　　　―――――――

※２　法人税等

　住民税が含まれております。

※２　法人税等

　　　　　　 同左

※２　法人税等

　同左

　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額 　３　減価償却実施額

有形固定資産 2,392,259千円

無形固定資産 26,900

合計 2,419,160

有形固定資産 2,134,545千円

無形固定資産 181,469

合計 2,316,015

有形固定資産 4,668,242千円

無形固定資産 59,006

合計 4,727,248

（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

  自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式（注）１，２ 22,904 1,740 1,134 23,510

合計 22,904 1,740 1,134 23,510

 　（注）１．普通株式の自己株式数の増加1,740株は、単元未満株式の買取による増加であります。

 　　　　２．普通株式の自己株式数の減少1,134株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。
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①　リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

  リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

中間期末
残高相当
額
(千円)

製造設備 － － －

供給設備 291,148 176,040 115,108

業務設備 103,303 67,721 35,581

合計 394,452 243,761 150,690

取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

中間期末
残高相当
額
(千円)

製造設備 － － －

供給設備 288,193 200,854 87,338

業務設備 83,124 68,085 15,038

合計 371,317 268,939 102,377

取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額相
当額
(千円)

期末残高
相当額

(千円)

製造設備 － － －

供給設備 282,778 196,126 86,651

業務設備 88,795 63,437 25,357

合計 371,574 259,564 112,009

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しており

ます。

同左 （注）　取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 75,764千円

１年超 74,926

合計 150,690

１年内 46,339千円

１年超 56,038

合計 102,377

１年内 60,601千円

１年超 51,408

合計 112,009

（注）　未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。

同左 （注）　未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。

３．当中間期の支払リース料及び減価償却費

相当額

３．当中間期の支払リース料及び減価償却費

相当額

３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 40,279千円

減価償却費相当額 40,279

支払リース料 38,511千円

減価償却費相当額 38,511

支払リース料 78,960千円

減価償却費相当額 78,960

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

 

②　有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。
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